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通勤車利用型カーシェアリングシステムによる
モーダルシフト効果のシミュレーション分析

伊志嶺 拓人†1 赤 嶺 有 平†2 遠 藤 聡 志†2

地方都市では，自家用車が主要な交通手段となっており，それによる交通渋滞・環
境汚染が深刻化している．そのため，時差通勤やロードプライシングなど渋滞緩和，
公共交通利用を促す施策が検討されているが，利用者への負担や社会的コストが大き
く，普及するに至っていない．そこで本研究では，低コストで導入可能なモーダルシ
フト政策として，昼間時に遊休化している通勤車両を共同利用する新しい交通システ
ム「通勤車利用型カーシェアリング（CSCC）」を提案する．本論文では，マルチモー
ダル交通シミュレータを用いて提案交通システムによるモーダルシフト効果の検証結
果について述べる．交通シミュレータの現況再現性評価では，自家用車のみの経路配
分，交通手段選択を含んだ経路配分のシミュレーションを行い，高い相関が得られた．
CSCCのモーダルシフト効果のシミュレーション分析では，沖縄県那覇市と周辺地域
においてモノレールと連携した CSCCの車両提供，利用需要を算出し実現可能性を検
討した．次に，モノレール利用者数の算出を行い，モノレール利用の増加，自動車利
用の減少が確認でき，CSCCによってモーダルシフト効果が期待できることを示した．

Simulation Analysis of Effect of Modal Shift
by Car Sharing System Using Commuter’s Car

Takuto Ishimine,†1 Yuhei Akamine†2

and Satoshi Endo†2

In provincial city, people use private cars as the primary mode of trans-
portation. it causes traffic congestion and environmental pollution. Staggered
working hours and road pricing has been suggested to promote using the public
transportation as the countermeasures. however, it has not spread since a user’s
burden and social cost are large. In this study, we propose a new transport sys-
tem “Car Sharing System Using Commuter’s Car” that share the commuter’s
car which is not used at the daytime as modal shift policy this paper describes
the verification result of the modal shift effect by a proposal traffic system us-
ing multimodal traffic simulator. High reproducibility of traffic conditions has
been resulted from both simulations that runs under only car distribution and

distribution of various type of transportation. As preliminary experiment of
simulation analysis of the modal shift effect by CSCC, we discuss feasibility
study of CSCC cooperating with a monorail in the Naha city, Okinawa and the
surrounding area by calcuclation of demand to provide commuter’s car and to
use car sharing. Finally, we estimated that the modal shift effect by CSCC is
expectable by calculating monorail ridership using the simulator. The result
shows that monorail user increased and private car user decreased.

1. は じ め に

多くの地方都市では自家用車が主要な交通手段とされており，通勤退勤時の移動手段とし

ても多く利用されている．そのため自動車台数が多く，特に都心部の交通渋滞，それによる

環境汚染などが深刻な問題となっている．また，地方都市では人口密度が低く，交通需要が

空間的に分散しているため，公共交通機関の収益性が悪く，それが公共交通の衰退を招いて

いる．そのため，自動車保有台数，免許保有者数は年々増加しており，今後さらなる交通状

況の悪化が懸念される．その対応策として，時差通勤や公共交通運賃の値下げ，ロードプラ

イシングなど渋滞緩和，公共交通利用を促す施策が検討されている．時差通勤は，業務への

支障や効率性低下によるコスト増加などの問題がある．公共交通運賃の値下げをすること

で，モーダルシフト効果が期待できるが，値下げにともなうコストが負担となる．ロードプ

ライシングに関しては，自家用車の利用コストを意図的に増加させることでモーダルシフト

を促す政策であるが，所得逆進性や公平性の問題から導入が困難である．このように，自家

用車利用者を公共交通機関へシフトさせるには現状の交通システムだけでは不十分であり，

公共交通利用を促す新たな交通システムが必要である．そこで，我々は近年わが国で注目が

高まっているカーシェアリングに着目した．一般的な家庭において自家用車は価格が高く，

燃料や整備などの維持費がかかるが，カーシェアリングは 1台の車を複数名で利用するこ

とによって維持費を分散することができ，コストを安く抑えられる．さらに，自動車保有台

数の減少，駐車スペースの確保にもつながり，利用者・社会の両方においてメリットがある

交通システムだといえる．また，地方都市では自家用車利用が主なので，カーシェアリング

の導入に適した地域であると期待できる．
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カーシェアリングの導入にあたり，我々は電車やモノレールなどの公共交通機関との連携

をすることでより大きな効果が得られるのではないかと考えた．連携することにより，公

共交通機関だけでは網羅できていない地域への移動をカーシェアリングによりカバーでき，

利便性の向上につながる．そこで，昼間時に駐車場で遊休化している通勤車を近隣住人が

共同利用するという新しい交通システム「通勤車利用型カーシェアリングシステム（以下

CSSC）」を提案する．

提案交通システムは通勤者の車を公共交通機関の駅周辺において共同利用の車両（以下

シェアカー）として利用することで，車提供者については自家用車から公共交通機関への

パークアンドライドを促し，カーシェアリングにより得た利益を活用することで自家用車の

維持費を抑えられる．また，共同利用者にとっては自家用車や一般的なカーシェアリングよ

りも安価に車が利用でき，公共交通機関だけでは網羅できていない目的地への移動が可能と

なる．さらに，都心部から郊外への利用者については公共交通機関からのカーシェアリング

利用が期待できる．本研究ではマルチモーダル交通シミュレータを利用して提案交通システ

ム CSCCの利用需要の算出を行い実現可能性を検討および，公共交通機関へのモーダルシ

フト効果の検証を行った．

本論文は以下のような構成となっている．2章では，国内におけるカーシェアリングに関

する先行研究について述べる．3章では，提案交通システム CSCCについての詳細を説明

する．4章では，本研究で用いる我々が開発した交通シミュレータについて説明し，シミュ

レータの性能評価を行う．5章では本研究で行った提案交通システム CSCCのシミュレー

ションについて述べ，CSCCによるモーダルシフト結果についての考察を行い，提案交通

システムの有効性を検証する．

2. 先 行 研 究

わが国におけるカーシェアリングに関する先行研究として，山本ら11)–13) は世帯内での

自動車数の最適化を考慮したセカンドカー型自動車共同利用システムの潜在需要分析を行っ

ている．分析により，軽自動車を保有する世帯はセカンドカー型自動車共同利用システムの

潜在的な利用者となる可能性が高く，人口密度の高い駅周辺地域は共同利用システムの潜在

需要が大きいことが示された．しかし，実際のわが国の共同利用システムの普及状況は自

動車を保有してない人々によるところが大きいため，セカンドカーのみを前提とした分析

ではなく車両を保有しない世帯からの潜在需要などの研究が今後の課題であるとしている．

また，買い物などの時間制約のないトリップ時に必ずシェアカーを利用すると仮定している

ため，現実的な潜在需要を推定するためにはカーシェアリング利用時のコストや他の公共交

通機関の利用を考慮する必要性があると思われる．

望月ら7) は，通勤時にカーシェアリングを利用（通勤端末利用型自動車共同利用）する場

合の世帯構成員の交通行動への影響の調査を行っている．利用方法は，朝，自宅から最寄り

駅までシェアカーで移動して駅から電車を利用し，その駅に電車で通勤してきた利用者が職

場までシェアカーを利用する．日中は，業務目的で利用し，夕刻に，通勤利用者が自宅まで

利用するという流れとなっている．実験の結果，世帯内のトリップの減少，自家用車利用の

減少などが確認され，多頻度短距離の移動においてシェアカーが利用されていることが分

かった．しかし，車を所持していてもシェアカーを利用しなければならないので，コストが

かかってしまう．また，業務目的のみを対象としているため，時間制約が大きく，利用者が

限られている．

竹内ら10) は，大阪市内を対象に行われた電気貨物自動車を用いた業務交通を対象とした

カーシェアリングシステムの実証実験をもとに，利用実態，事業効果，事業化の可能性につ

いて分析を行っている．分析の結果，カーシェアリングと併用した公共交通量需要が発生

し，交通量削減効果があり，環境改善効果が期待できるとしカーシェアリングの有効性を示

した．しかし，電気自動車を利用しているため運用コストが収入額を大きく上回り運用が困

難であり，実現のためには大幅なコスト削減が必要だとしている．

平石ら5) は，これまで行われた国内におけるカーシェアリングの社会実験の分析を行って

いる．その中で海外では多様な車種でカーシェアリングを行っているのに対し国内では開発

段階の電気自動車が主であるためコスト計算があいまいであり，事業化への十分な評価が難

しいという点を指摘している．

これまでのカーシェアリングに関する研究では，カーシェアリングによる交通量削減，環

境改善効果などの有効性を示してきている．しかし，需要予測において世帯内での自家用車

の利用状況などから算出する場合が多く，他の公共交通機関を含めた需要予測を行っている

ものは我々が調べた限りでは存在しない．カーシェアリングは公共交通機関との連携をする

ことでより円滑な交通形態を生み出すので，我々は他の公共交通機関を含めた需要予測が必

要であると考えた．また，実証実験による分析は多額のコストと時間を要するため，容易

に行えることではない．そこで，交通シミュレータによるシミュレーションが有効であると

考えた．さらに，運用可能なシステムを実現するため電気自動車のようにコストのかかる

車両ではなく，低コストで導入可能な一般の通勤車両をシェアカーの対象とした．我々は，

マルチモーダル交通シミュレータを用いて，モノレール・徒歩・カーシェアリング・自家用
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車など様々な移動手段を含め，CSCC需要予測シミュレーションを行った．

3. 提案交通システム

本章では，本研究で提案する交通システム「通勤車利用型カーシェアリングシステム

（CSCC）」についての説明を行う．一般に，自動車共同利用システムは，利用方法によって

共同利用車両のみを利用してトリップを行う “都市型共同自動車共同利用”と通勤時に自宅

から最寄り駅まで共同利用車両を利用する “通勤端末型自動車共同利用”に分類できる．提

案交通システム CSCCは郊外から都心部への通勤時に使われる自家用車を，シェアカーと

して昼時間に共同利用するという非営利目的のカーシェアリングシステムであり，通勤時に

シェアカーを利用する通勤端末型自動車共同利用を応用したシステムとなっている，公共交

通機関の駅にカーシェアリングステーションを設置することで公共交通機関と連携させる交

通システムで主に以下のような特徴がある．

• 郊外から都心部への通勤時に使われる自家用車をカーシェアリングに利用
• シェアカー提供者は駐車料金が無料
• 公共交通機関の駅にカーシェアリングステーションを設置
通勤時に使われる自家用車は退勤時まで駐車場に放置されていることが多く，その放置さ

れた無駄な時間をカーシェアリングとして共同利用することが本システムの大きなねらいで

ある．さらに，公共交通機関の駅にカーシェアリングステーションを設置することで，公共

交通機関とカーシェアリングの乗り継ぎが可能となりパークアンドライドを促せることを期

待する．提案交通システム CSCCの 1日の流れは以下のようになる．

( 1 ) 車提供者：朝，出勤時に駅まで車で移動し，公共交通機関に乗り換え出社（図 1）

( 2 ) カーシェアリング利用者：昼，駅の車をカーシェアリングとして利用（図 2）

( 3 ) 車提供者：夜，公共交通で駅まで移動し，車で帰宅（図 3）

この交通システムにより，自家用車で出勤する車提供者はカーシェアリングステーション

が設置されている公共交通機関の駅に車を駐車し，パークアンドライドで電車やモノレール

図 1 CSCC（朝）
Fig. 1 CSCC (Morning).

などに乗り換えて出勤する．他者に車を提供することへの心理的抵抗が考えられるが，本シ

ステムにより，駐車場を無料で利用でき，公共交通機関を利用することで，出勤時に都心部

の渋滞を気にする必要がなく，出勤時間を有効に使えるなど多くのメリットがあることによ

り提供需要が発生することが期待される．また，勤務時間の間，駐車場で遊休化している車

を有効に活用でき，出勤退勤時における都心部の渋滞緩和など社会的にもメリットがあると

いえる．カーシェアリング利用者については，CSCCは車両，導入，維持コストがかから

ないカーシェアリングシステムであり，低コストで利用できる．また，公共交通機関からの

利用が期待できるこれにより，自家用車提供者，カーシェアリング利用者の両方を公共交通

機関にモーダルシフトでき，公共交通利用の促進，都心部の交通渋滞緩和，自動車保有台数

の減少が期待できる．

本研究では，都心部の交通渋滞が問題とされている沖縄県那覇市周辺においてモノレール

駅をカーシェアリングステーションとして我々が提案する交通システム CSCCを導入した

場合，車を提供しモノレールへのパークアンドライドを行う通勤者の需要，通勤車利用型

カーシェアリングを利用する需要がどの程度あるかシミュレーションにより算出し，提案交

通システム CSCCによるモーダルシフト効果の評価を行う．

図 2 CSCC（昼）
Fig. 2 CSCC (Afternoon).

図 3 CSCC（夕方）
Fig. 3 CSCC (Evening).
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4. 交通シミュレータ

本研究では，我々の研究室で開発したマルチモーダル交通シミュレータ「RMT 3)」を用

いる．

RMTでは，表 1 のように LOSを設定し，これを用いて各エッジのコストを算出し，ロ

ジカルネットワーク（図 4）を生成する．ロジカルネットワークとは，我々が提案するネッ

トワークであり，実道路ネットワークのエッジを交通手段によって分けたネットワークであ

表 1 サービスレベル（LOS）
Table 1 Level of service.

交通手段 LOS 設定方法
・主要な一般道および有料道路のネットワーク�1を利用

自家用車 ・維持費，走行経費原単位を設定
・旅行コストは，BPR 関数（式 (1)）より算出

・2 車線9)：α = 0.95，β = 1.3，多車線9)：α = 0.82，β = 1.3

・高速1)：α = 0.7，β = 2.3

・ネットワーク構造は一般道路と同一
徒歩 ・旅行コストは，最短距離を歩行速度で除した値

・交通量の増加に対する旅行コストの増加はない
・乗車定員数と運行数の積により交通容量を算出

軌道交通 ・運行頻度より待ち時間を設定
・旅行コストは，BPR 関数（式 (1)）より算出
・モノレール：α = 0.5，β = 4

�1 数値地図 25000（空間データ基盤）を基に作成．

図 4 ロジカルネットワーク
Fig. 4 Logical network.

る．経路配分時にロジカルネットワークを利用することにより，交通手段選択を含めた最小

旅行コストの経路選択が可能となっている．さらに，公共交通機関においては乗り継ぎを考

慮した経路選択が可能であり，歩行により駅への移動も可能である．

シミュレーションの流れとしては，まず交通センサスなどの OD情報（出発地，目的地

情報）を入力する．次に，生成したロジカルネットワークを用いて，確定的利用者均衡配分

法4),6) とダイクストラ法により，交通手段と移動経路を同時に算出し，Wardropの第 1原

則に基づき，利用者はこれ以上経路・交通手段を変更しても，旅行コストを下げることがで

きない状態となる．

旅行コストとは，各エッジにおいて移動時間・交通量・料金などにより算出される値であ

り，自家用車，軌道交通については，一般的なリンクパフォーマンス関数である BPR関数

（式 (1)）より算出する．交通容量は，道路構造令の設計基準交通量に基づき設定し，自由

旅行速度は，実際の規制速度を基にエッジごとに設定している．

ti = ti0

(
1 + α

(
xi

Ci

)β
)

+
cost

timevalue
(1)

• ti：リンク [i]の旅行時間

• ti0：リンク [i]の自由旅行時間（交通量 = 0）

• α，β：パラメータ

• Ci：交通容量

• xi：交通量

• cost：公共交通料金・燃料費など

• timevalue：時間評価値

本研究では用いていないが，Nagel-Schreckenbergモデル8) による自家用車，公共交通な

どのミクロシミュレーションが可能である．

4.1 シミュレータの仕様

本交通シミュレータに実装されている移動手段は「自家用車・シェアカー・軌道系交通・

徒歩」となっている．入力データは道路情報，地域情報，公共交通路線網である．道路情

報は交差点 ID，位置情報，接続ノード数，リンク情報となっている．地域情報は就業者数，

人口，面積などである．シミュレーションで使用した主なパラメータは表 2 のようになっ

ている．

4.2 現況再現性評価（自家用車）

シミュレータの評価として，沖縄県那覇市周辺の道路において自家用車のみの交通配分を
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表 2 パラメータ
Table 2 Parameter.

パラメータ 値
時間評価値 24.25 [円/分]（H18 年沖縄県 PT 調査）
自家用車維持費 323 [円/日]（H19 年総務省家計調査）
自家用車走行経費原単位 16.65 [円/km]（H20 国土交通省）
モノレール料金 初乗り 200 円（1 km = 7 円）
歩行速度 4 [km/h]（H18 年沖縄県 PT 調査）
ノード数 583

リンク数 1,863

ネットワーク範囲 東西約 12 km，南北約 35 km

表 3 シミュレーション条件（自家用車）
Table 3 Simulation conditions (private car).

場所 沖縄県那覇市周辺
OD データ 平成 18 年沖縄県 PT 調査
総トリップ数 1,475,659

交通手段 自家用車

図 5 実データとの比較
Fig. 5 Compare real data with simulation result.

行い，平成 17年度道路交通センサス2) により調査された 12時間（7時～19時），24時間

の交通量と本シミュレータにおいて算出された交通量との相関を調べた．OD データは平

成 18年度第 3回沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査報告書1)（以下平成 18年沖

縄県 PT調査）の 1日の Dゾーン間全目的自家用車 ODを用いた．シミュレーション条件

は表 3 である．12時間の交通量との比較結果を図 5 に示す．サンプル数は 137となってい

る．12時間の交通量とのグラフの相関係数は 0.94，誤差率 25%以内の箇所は 76%となって

表 4 シミュレーション条件（モノレール）
Table 4 Simulation conditions (monorail).

場所 沖縄県那覇市周辺
OD データ 平成 18 年沖縄県 PT 調査
総トリップ数 2,195,994

交通手段 自家用車・モノレール・徒歩

表 5 ゾーン間分担交通量
Table 5 Modal split between zones.

交通手段 サンプル数 相関係数 誤差率（25%以下）
自家用車 1,156 0.93 68%

徒歩 377 0.92 83%

モノレール 336 0.86 87%

おり，自家用車のみの配分において相関のある結果が得られた．24時間の交通量とのグラ

フの相関係数は 0.93，誤差率 25%以内の箇所は 55%となった．24時間に比べ，12時間の

結果が誤差率の低い結果となった．

4.3 現況再現性評価（モノレール）

次に公共交通機関を含めた交通配分を評価するため，沖縄県那覇市周辺において，自家用

車・モノレール（ゆいレール）・歩行での交通配分を行い，Bゾーン単位において，各ゾー

ン間の自家用車利用者数，徒歩，モノレール利用者数の算出を行い，実データとの相関を

計った．実データは，平成 18年沖縄県 PT調査により調査された Bゾーン間における各交

通手段の利用者数である．ゆいレールとは那覇市南東に位置する那覇空港と同市北西の首里

を結ぶモノレールで，沖縄県唯一の軌道交通システムである．シミュレーション条件は表 4

のとおりである．

本シミュレーションでは，全目的，全手段における ODデータを使用し，各ゾーンに属

するノードへ均等に ODデータを配分した．対象時間は 1日である．自家用車，徒歩，モ

ノレールにおいて，B ゾーン間における分担交通量の実データとの相関と誤差率を算出し

た．結果を表 5 に示す．各交通手段に相関が見られ，交通手段選択において高い現況再現

性があることを確認できた．

次に，1 日あたりのモノレール利用者数の算出および駅別モノレール利用者数の相関を

計った．シミュレーションによる 1 日あたりのモノレール利用者数は 28,482 人となった．

平成 18年における実際の 1日平均利用者数は 25,820人となっており誤差 10%であり，実
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図 6 駅別モノレール利用者数
Fig. 6 Monorail ridership of each station.

データに近いモノレール利用者数が算出できている．駅別モノレール利用者数を実データと

比較したグラフを図 6 に示す．

各駅において実データと近い配分が行われているのが分かる．シミュレーションによる駅

別モノレール利用者数と実データとの相関係数は 0.92となり，高い相関があることが確認

できた．

5. CSCC評価シミュレーション

提案交通システム CSCCのモーダルシフト効果シミュレーションとして，沖縄県那覇市

周辺において，ゆいレールと CSCCを連携した交通システムのシミュレーションを行った．

ゆいレールは延長計画も検討されており，今後の発展が期待できるので，ゆいレールとの連

携を考えた．

5.1 通勤時間帯シミュレーション

5.1.1 モノレール利用者数の算出

CSCCによる通勤時間帯のモーダルシフト効果を考察するために，モノレールを含めた

シミュレーションを行い，モノレール利用者数を算出した．シミュレーション条件は表 6 で

ある．ODデータは午前 6時から午前 10時の通勤目的全移動手段のODデータを利用した．

シミュレーションはモノレールへのアクセス方法が以下の各条件の場合において行った．徒

歩と自家用車による有料駐車場を使ったパークアンドライドが可能な場合，徒歩と提案交

通システムにより駐車場が無料で利用できる場合のシミュレーションを行った．さらに，駐

表 6 シミュレーション条件（CSCC）
Table 6 Simulation conditions (CSCC).

場所 沖縄県那覇市周辺
OD データ 平成 18 年沖縄県 PT 調査

（通勤目的午前 6 時～午前 10 時）
総トリップ数 222,709

交通手段 自家用車・モノレール・徒歩

表 7 条件別シミュレーション結果
Table 7 Simulation result of each condition.

モノレール利用者数（人） 旅行コスト平均値
条件 1 5,581 36.18

条件 2 5,621 36.17

条件 3 7,434 36.14

条件 4 11,269 36.04

車場だけでなくモノレール料金も無料で利用できる場合のモノレール利用者数を算出した．

ただし，条件 2・条件 3・条件 4においてはすべての需要を賄えるだけの駐車場があると仮

定した場合のシミュレーションとなっており，条件 3については，車をシェアした方が有益

である人の潜在需要算出である．条件 4は条件 3に加えて無料でモノレールが利用できる

場合である．

• 条件 1.徒歩のみの場合

• 条件 2.徒歩と車（車は駐車料金（月 3,000円）がかかる）

• 条件 3. CSCC：徒歩とシェアカー（シェアカー提供者は駐車料金無料）

• 条件 4. CSCC：徒歩とシェアカー（シェアカー提供者は駐車料金，モノレール料金無料）

シミュレーションの結果を表 7 に示す．徒歩のみのアクセス方法においてモノレール利

用を選択した人は 5,581人に達した．H18年度における午前 6時から午前 10時の通勤目的

モノレール利用者数の実データは 6,053人となっており，誤差約 8%と近い値となっている．

条件 2の有料駐車場を各駅に設置した場合では，条件 1と比べわずかにモノレール利用者

数の増加が確認できた．条件 3の CSCCの場合においては，モノレール利用者数は 7,434

人となっており，条件 1と比べ約 33%の利用者数増加が見込めるという結果となり，モノ

レール駅でのカーシェアリングステーション設置がモノレール利用促進につながる可能性が

あることを示している．また，旅行コストの平均値も減少しており，CSCCによって交通
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表 8 条件別シミュレーション結果（自家用車）
Table 8 Simulation result of each condition (private car).

平均旅行時間 (分) 自動車利用者数 (人)

条件 1 39.61 256,408

条件 2 39.64 256,176

条件 3 39.50 253,911

条件 4 39.07 249,794

図 7 交通量の変化
Fig. 7 Change of road traffic.

システム全体においてコストを上げることなく公共交通利用を促せる可能性があることを

示している．条件 4においては，約 101%と大幅に増加しており，モノレール料金が利用者

数に大きく影響し，CSCCの利益によりシェアカー提供者の駐車料金，モノレール料金を

無料にできれば，モノレール利用の大幅な増加につながることになることを示唆している．

5.1.2 自家用車旅行コスト，交通量の変化

条件 1～4 における自家用車の平均旅行時間，自家用車利用者数を表 8 に示す．シミュ

レーションは通勤目的 ODを利用しており，対象時間帯は午前 6時～午前 10時である．モ

ノレールへのアクセスが好条件になるほど全値は減少しており，条件 4の CSCCにより駐

車場，モノレール乗車料金が無料の場合が最小となった，自家用車利用者数については，条

件 1と比較して条件 4では約 2.5%の減少が見込めるという結果となった．

図 7 に，条件 1と条件 3のエッジの平均交通量差を那覇市中心部にあたる久茂地からの

距離 1 kmごとに区切って算出したグラフを示す．平均交通量差は条件 3から条件 1の交通

量を引いた値である．条件 1と比べ，条件 3では都心部の交通量が大幅に現状しているこ

表 9 シミュレーション条件（CSCC 利用需要）
Table 9 Simulation conditions (demand of CSCC).

場所 沖縄県那覇市周辺
OD データ 平成 18 年沖縄県 PT 調査

（業務・私事目的午前 10 時～午後 3 時）[H18]

総トリップ数 227,172

交通手段 自家用車・モノレール・徒歩・CSCC

表 10 モーダルシフト効果（昼時間帯）
Table 10 Effect of modal shift (lunch hour).

提案交通システム CSCC 適用前 適用後
モノレール利用者数（人） 6,449 6,653

自家用車利用者数（人） 138,530 134,637

平均旅行コスト 26.86 26.81

車両提供者数/利用者数 0.46

とが示されている．これにより，CSCCによって自家用車の旅行時間，自家用車利用者数

が減少しており，都心部の交通量を減少させることが確認できた．

5.2 昼時間帯シミュレーション

5.2.1 モノレール利用数，自家用車利用者数の算出

次にシェアカーを提供してくれる需要（シミュレーション条件：表 6），シェアカー利用

需要（シミュレーション条件：表 9）を算出し．CSCCの実現可能性の検討を行った．シェ

アカー提供需要においては，すべての提供者を受け入れ，全提供者の駐車場コストを無料

にできると仮定した場合のシミュレーション結果を算出しているため潜在的需要の算出と

なる．カーシェアリング利用需要の算出シミュレーションは，昼時間帯の利用が主なので

平成 18年沖縄県 PT調査より午前 10時から午後 3時の業務・私事目的の ODデータを使

用している．カーシェアリング利用時のコストは，那覇市周辺におけるモノレール駐車場料

金 3,000 [円/月]を平日日数で割った値を利用し，それに加えて走行分の燃料費を負担する

として算出した．

表 10 に業務・私事目的全手段 ODにおいての CSCCによるモーダルシフト効果を示す．

CSCCは条件 3としている．カーシェアリングを行うことでモノレール利用者数が 204人

増加している．これは，カーシェアリングとモノレールを組み合わせて利用する需要が発生

したためだと考えられる．自家用車利用者については，モノレール，カーシェアリング利用
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図 8 提供需要
Fig. 8 Demand of provider.

図 9 利用需要
Fig. 9 Demand of car sharing user.

へのモーダルシフトが発生したため 3,893台の減少が確認できた．また，旅行コストの平均

値は減少しており，コストを上げることなく公共交通利用を促せることを示している．利用

者数は提供者数のおよそ 2倍あり，1台あたり 2人の利用が可能となれば需要を満たせると

いう結果となっている．

5.3 駅別シェアカー提供需要，CSCC利用需要の算出

シミュレーションの結果を図 8，図 9 に示す．利用需要の条件 4では，1台 1人の利用

では，コストが高く利用需要が発生しなかったため，1 台あたりのシェア回数を 2 回と想

定し，コストを下げた場合の結果である．提供需要においては，都市中心部（県庁前）には

モノレールで移動する傾向があり，都市中心部との境にある駅での需要が多いという結果と

なった．利用需要においては，条件 3では，各駅において利用需要が確認できるが，条件 4

では，カーシェアリングの利用コストが上がっているため利用者需要は大幅に少なくなって

いる．

5.4 シミュレーション結果の考察

これらのシミュレーションより通勤時間帯，昼時間帯の両方において，モノレール利用者

の増加が確認でき，条件 3において，1日あたり 2,057人と現状より約 17%の利用者数増

加が見込めるという結果となった．また，自家用車の平均旅行時間，自家用車利用者数の減

少，旅行コストの減少が確認でき，CSCCにより社会全体のコストを上げることなく効率

的にモーダルシフトを促せる可能性が十分あることを示した．提供・利用需要については，

条件 3 では，利用需要が提供需要のおよそ 2 倍となっており，1 台のシェア回数を 2 回と

し，配車などにより需要を調整することで，両需要を満たせることができると考えられる．

条件 4では，提供者のコストが大幅に削減され提供需要が増加したが，利用者のコストが上

がるため利用需要が大幅に減少したため，需要と供給のバランスが悪くなる結果となった．

これより条件 3が有効であるといえるが，より良い需要と供給のバランスを保つには，提

供・利用の両需要を最適化し，社会全体のコストを最も下げることのできる均衡点を求める

必要がある．

6. お わ り に

本研究では，通勤車を利用したカーシェアリングと公共交通機関を連携した新しい交通シ

ステム「通勤車利用型カーシェアリング（CSCC）」を提案し，マルチモーダル交通シミュ

レータを使って CSCC によるモーダルシフト効果の有効性と実現可能性の検討を行った．

まず本研究で用いる我々の開発したマルチモーダル交通シミュレータの現況再現性評価を

行った．シミュレーションにより配分した交通量と交通センサスによって集計された実デー

タとの相関を算出し，高い現況再現性があることを示した．次に，公共交通機関を含んだ交

通配分の評価を行うために，モノレール，徒歩を含んだ交通配分を行い，自家用車，徒歩，

モノレールの Bゾーン間の交通量を実データと比較し，相関のある交通手段選択が行われ

ていることを示した．さらに，各駅のモノレール利用者数をシミュレーションにより算出

し，各駅において高い相関が得られ，モノレールを含む交通配分において現況再現性が高

いことを示した．CSCCの評価実験として那覇市周辺におけるモノレールと CSCCを連携

した場合のモーダルシフト効果のシミュレーション分析，実現可能生の検討を行った．まず

カーシェアリングに利用する通勤車を提供する需要の算出を行った．その結果，数駅におい

て提供需要があり，それによるモノレール利用者数の増加，さらに都心部の自動車台数の減

少が確認でき，通勤時間帯においてモーダルシフト効果が期待できることを示した．昼時間

帯における CSCC利用需要の算出では，利用需要の発生により，モノレール利用者数の増

加，自家用車利用者数の減少が確認でき，昼時間帯においてモーダルシフト効果が期待でき

ることを示した．

これらのシミュレーションを通して，カーシェアリングについて条件 3 において，カー

シェアリング利用需要を賄えるだけの通勤車提供需要が十分確保できることが示された．さ

らに，CSCCによって，通勤車提供者，カーシェアリング利用者ともにモノレール利用を

促すことができることが示された．また，旅行コストの平均値がわずかながら減少すること

が確認され全体のコストを上げることなく効率良く公共交通利用を促す交通システムであ

ることが示された．今後モノレールの延長が実施されればさらなる効果が得られると予想さ

情報処理学会論文誌 Vol. 51 No. 10 1986–1994 (Oct. 2010) c© 2010 Information Processing Society of Japan



1994 通勤車利用型カーシェアリングシステムによるモーダルシフト効果のシミュレーション分析

れる．

今後の研究としては，さらなるシミュレーション精度の向上，シェアカーの稼働率，駐車

場設備の検討を行い，実現可能な CSCCを検討していく．カーシェアリング利用について

は，本研究では車両 1台あたり 1人または 2人の利用を想定したシミュレーションを行っ

たが，車両 1台あたりの利用回数が複数回になると，1人あたりの利用コストを下げること

が可能とな 1利用需要の増加が見込める．さらなる潜在需要算出のため，利用時間，予約

情報により車両 1台あたりの稼働率を算出するシミュレーションを行うことも課題である，

また，本シミュレーションにおいては他人に車を貸すことへの抵抗，知らない人の車を利用

するという抵抗を考慮していない，そのため LOSに抵抗などのパラメータを含めることが

必要となってくる．
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